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1 全般

現場に出ると、見た目で障がいがわからない人に対しても、社会
全体で多様性を認めることが必要になってきていると実感してい
る。施策を急に変えることは難しいが、現場の状況を把握して、現
場の実情にあった計画を策定して欲しい。

③
　計画の策定については、過去には１０年スパンの計画も策定されていま
したが、昨年策定した障がい者プランは３年間、この行動計画は４年間と
し、現場の動きに的確に対応できるよう努めています。

2 全般

全体を通じて言えることだか、現状把握がどこまでされているかと
いうのが重要。市町の情報をふまえたうえでの目標設定なのか。
現状把握の理解がずれていると、評価や次のステップが難しくな
る。地域の状況や特性を把握した計画になっているのか。

②
　それぞれの分野において、地域の実情にあった必要かつ効果的な対策
が実施できるよう、ニーズ調査の実施や将来推計などを行い、それぞれの
役割分担をふまえながら事業を構築し、計画を策定しています。

3
１２２介護の基盤整備
と人材の育成・確保
活動指標項目

Ｐ２

基本事業の目標項目「認知症サポーター数」について、具体的に
とういうことをしていくのか、どういう風に活用していくのかが重要
であり、数だけでなく、活動内容のことも目標に含めていただくとあ
りがたい。

③

　認知症サポーターについては、平成27年1月に策定された認知症施策推
進総合戦略（新オレンジプラン）でも、様々な場面での活躍が求められてい
るところであり、現在、地域で活動している事例もあります。施策の実施に
あたっては、養成するだけでなく、地域で活動できる体制づくりについても
取り組んでまいります。

4
１３１障がい者の自立
と共生

Ｐ３

知的障害者は公共交通機関を利用しないと出勤できない。公共交
通機関の利便性を向上させることが、障がい者にとっても有効で
ある。
公共交通機関を利用しているので、会社に着いてから制服に着替
えるロッカールームが必要であるが、そういう場所がない。障がい
者を雇用する際にそのような視点からも考えてほしい。

③

　障がい者の雇用については、企業側からは雇用経済部が、障がい者側
からは健康福祉部が取り組んでおり、いただいたご意見は雇用経済部に
情報共有いたします。
　通勤（通学）の課題は重要であると認識しており、市町によっては、福祉
タクシーやバスの支援があり、移動支援サービスの充実が必要と考えて
います。

5

１３２支え合いの福祉
社会づくり
活動指標目標

Ｐ９

基本事業の目標項目「戦没者追悼事業への次世代遺族の参加者
数」について、戦没者遺族だけではなく、広く県民に啓発した方が
よいのではないか。
また、戦傷病者が少なくなっても、戦傷病者の支援をしていった方
が良いのでないか。

③

　戦傷病者への支援は今後も当然行っていくところですが、「みえ県民力ビ
ジョン第二次行動計画」（仮称）中間案における目標としては、県の努力が
数値として現れるものとして、戦傷病者や戦没者遺族の方々が高齢になっ
ていくなかで、戦争の悲惨さや平和への思いを次世代につなげていくこと
に主眼を置いて、「戦没者追悼事業の次世代遺族の参加者数」をあげて
いましたが、「みえ県民力ビジョン第二次行動計画」（仮称）最終案では、目
標を次世代へつなげていくことをさらに強調するために、「県および全国戦
没者追悼式への若年世代（18歳未満）の参加者数」に変更しました。

イ） 平成２７年度第１回社会福祉審議会当日いただいたご意見
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6

２３１少子化対策を進
めるための環境づくり
新しい豊かさ協創の視
点

Ｐ１１

『「社会の宝」、「私たちの未来」である子ども』とあるが、子どもは
そのままの子どもで良いのでないか。国家の宝や私たちの年金を
払ってくれる人に読み替えられるのでないか。子どもに余計な負
担を背負わせてはいけないのではないか。

③

　すべての子どもが豊かに育つことのできる三重をめざして、地域で子ど
もの育ちを見守り、次代を担う子どもを育てていくことが大切だと考えてい
ます。子どもを権利の主体として尊重するとともに、子どもの最善の利益を
尊重するという三重県子ども条例の基本理念に基づき、啓発を進めていき
ます。

7
２３３子育て支援と家
庭・幼児教育の充実

Ｐ１５
障がいを持った児童が専門的な病院から地域に帰ったとき、地域
のどこで医療を継続して受けることがわかりにくい。どこの医療機
関と連絡をとれば良いのかわかるようにして欲しい。

②

　重要な課題と捉えており、関係する医療機関にアンケート調査を行い、
同意を得た医療機関をホームページで紹介するとともに、医師会等と共
催・連携して発達支援に関する研修会を開催するなど、地域の医療機関と
の発達支援診療ネットワークの構築に取り組んでいるところです。


